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2024 年 3 月 29 日 

 

各位 

三井住友ファイナンス&リース株式会社 

 

DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ローン にかかる自己評価結果について 

 

本資料は、当社が、株式会社日本政策投資銀行（以下、DBJ）との間で締結した

DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ローン（以下、本ローン）の「サステナビ

リティ・リンク・ローン原則」（以下、SLLP）及び「グリーンローン及びサステナ

ビリティ・リンク・ローンガイドライン」（以下、環境省ガイドライン）への準拠性

について、環境省ガイドライン上の内部レビューの手続き等に従い、取りまとめた

ものです。 

DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ローンとは、SLLP 及び環境省ガイドラ

インに基づき、DBJ が当社との対話を通じて借入人である当社のサステナビリティ

経営高度化に資する適切な SPT 設定を支援するとともに、貸付期間中の定期的な対

話により SPT の達成に向けた伴走を行うものです。 
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1. 本 DBJ-対話型 SLL の概要 

(1) KPI/SPT の概要 

当社及び DBJ は、本 DBJ-対話型 SLL の組成に際し、以下の KPI を選定し、SPT

として設定することに合意した。 

 

KPI 資源有効化率 

 

SPT 毎年度の資源有効化率を 92.8%以上とすること 

（以下「本件 SPT」という。） 

 

資源有効化率とは、下記の式で定義される、対象リース物件のライフサイクルとリ

ース事業の特性とを踏まえた資源循環化の程度を表す指標である。なお、資源有効化

率の算定対象は、当社のリース物件の中でも残存価額がないものに限定している。こ

れは、従来は廃棄に処される蓋然性の高かったリース物件に焦点を当て、残存価額が

無く廃棄が選択肢となりうる物件、つまり資源循環が必ずしも容易ではない物件にお

いて資源循環を実現することを企図している。 

 

資源有効化率※1 ＝ 
再リース化率※2 +（終了比率※3×売却比率※4） 

+（終了比率×当社廃棄率※5×リサイクル率※6） 

 

※1 データ集計上の制約から、僅少に留まる当社の営業系基幹システム登録外取引等は対象範囲から除く。 

※2 再リース化率とは、リース期間満了物件のうち、再リース契約の締結に成功した物件の比率（当社取得価格ベ

ース）をいう。後述の図表 1 では、86.1%がこれに該当する。 

※3 終了比率とは、リース期間満了物件のうち、再リースされずリース契約が終了した物件の比率（当社取得価格

ベース）をいう。後述の図表 1 では、13.9%がこれに該当する。 

※4 売却比率とは、再リースされずリース契約が終了した物件のうち、当社が売却に成功した物件の比率（当社取

得価格ベース）をいう。後述の図表 1 では、39.7%がこれに該当する。 

※5当社廃棄率とは、再リースされずリース契約が終了した物件のうち、当社が排出事業者として廃棄する物件の

比率（当社取得価格ベース）をいう。後述の図表 1 では、2.6%がこれに該当する。 

※6リサイクル率とは、当社が排出事業者として廃棄する物件のうち、リサイクルされる物件の比率（物件重量ベ

ース）をいう。後述の図表 1 では、96.5%がこれに該当する。 
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(2) 資源有効化率の開発背景 

本 DBJ-対話型 SLL の KPI である資源有効化率は、当社が自社内での開発を経て

2024 年 3 月に目標として公表した指標であり、1.(1)記載の物件群の資源循環に向け

た当社の取り組みを包括的に計測する指標となっている。 

本件における主要対象物件としては、商業及びサービス用機器、情報通信機器、産

業機械、工作機械、医療機器、及び事務用機器が挙げられるが、それらはリース期間

満了後に図表 1 の流れを辿る。図表 1 において、再リース及び売却（橙色部分）は物

件使用の長期化に貢献し、リサイクル（緑色部分）は資源再利用に貢献するところ、

1.(1)記載の算式のとおり、資源有効化率は当社がそれらのいずれかに成功した割合を

集計した値となっている。 

 

＜図表 1＞リース期間満了後の物件の流れ1 

 

注：上記割合は当社の 2022 年度実績値 

（出所：DBJ 作成資料） 

 

当社は、2023 年 6 月に重点課題の主要施策に対し「サーキュラーエコノミービジ

ネスの推進」を追加したが（2.(3)にて詳細後述）、それと同時に、プラスチックを使

用したリース物件の再資源化を加速させるべく、2024 年 3 月を目途とする定量目標

設定への挑戦を宣言した。この前年、プラスチックの資源循環の取り組みを促進すべ

く「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下「プラ新法」とい

う。）」が施行されるとともに、公益社団法人リース事業協会がリース会社に対し当該

法律に関するガイダンスを公表するなど、サーキュラーエコノミー実現に向けた規制

強化等が本格化しつつあった。かかる中、当社としても、サーキュラーエコノミー実

 
1 図表 1 における「業者下取等」は、業界慣行を始めとする事情やむを得ない背景等から当社ではなく賃借人

による廃棄が契約上定められているもの等を指す。それらには当社によるリサイクル率向上に向けた取り組み

が構造上影響しがたく、資源有効化率の算式上は考慮されていない。一方で、当社としても、そのような契約

形態を減らし、廃棄方法を当社が選択可能な取引を増加させるべく、契約交渉等を重ねている。 
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現に向けた取り組みを積極的に推進すべく、当該目標設定に挑戦するにいたったので

ある。 

そして、当社が適切な目標設定を行うための具体的な指標案として 2024 年 3 月に

公表するに至ったのが、本 DBJ-対話型 SLL の KPI である資源有効化率である。前述

のプラ新法ではプラスチックの資源循環に焦点が当てられているが、微量なものも含

めれば極めて多くのリース物件にプラスチックが含まれている現状を踏まえ、当社

は、資源有効化率の算定対象を物件内のプラスチックだけではなく物件自体に設定し

た。このように、資源有効化率は、規制強化の背景を踏まえつつも、より広範な範囲

を対象として資源循環化の程度を計測可能な意欲的な指標であるといえる。 
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2. 当社のサステナビリティ戦略 

(1) 当社概要 

当社は、株式会社三井住友フィナンシャルグループと住友商事株式会社の戦略的共

同事業として、2007 年に住商リース株式会社と三井住友銀リース株式会社が合併し

て誕生した総合リース会社である。当社が総合リース会社として社会の発展に貢献し

てきた歴史は、設備投資需要が拡大し機械設備のリースが始まった高度成長期の

1960 年代に遡る。その後も事業領域を拡大させ、70 年代は石油ショック後の省力

化・合理化投資、80 年代はオートメーション化に伴う大型コンピューターへのリー

ス、90 年代は半導体製造設備リース等で社会に貢献してきた。2000 年代以降も、省

エネルギー設備に始まり、再生可能エネルギーやグローバル化に伴う航空機、スマー

トフォンの基地局需要など、時代のニーズに応じて新分野を切り開きながら、重要な

役割を果たし続けてきた。 

当社の強みとして、メガバンクグループと総合商社が有する広範かつ強固な顧客基

盤とネットワークの活用、そして、両社の得意領域を掛け合わせた高付加価値なサー

ビス提供が挙げられる。これらを通じて、通常の融資にはないリースならではのファ

イナンスサービス等を提案するとともに、社会的ニーズの高い環境エネルギー、不動

産、ヘルスケア、サーキュラーエコノミービジネス等の分野を中心に、非金融領域に

も果敢に挑戦し新たなサービスを提供している。 

この姿勢は、当社が発足した前述の合併時から一貫したものである。当時、当社

は、合併を通じ、銀行系リースの「財務」を切り口としたノウハウと、商社系リース

の「モノ」や「商流」を切り口としたノウハウを結集・融合し、従来型のリースにと

どまらない取扱商品の多様化、差別化、高付加価値化の推進を目指したが、上記のと

おりその方向性は今なお引き継がれている。 
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(2) 企業理念と目指す姿 

当社は、2007 年の発足時に企業の使命や存在意義としての経営理念等を定め、全

役職員がこれらを共有し、事業に邁進することで顧客と共に発展してきた。その間に

世界規模で環境・社会問題が深刻化する中、企業にも持続可能な社会の実現に向けて

SDGs を経営の中に取り組むことが求められはじめた。当社は、これらの状況を踏ま

え、発足時の考え方は受け継ぎつつ、事業環境の変化に的確に対応し、将来の持続的

な成長への姿勢を改めて明確なものとするため、経営理念等を再定義し、2020 年に

SMFL Way を制定した。制定に際しては、当社の強みや理想的な将来像等のテーマ

を中心に、従業員の意見をアンケートやタウンホールミーティングで幅広く収集し

た。そして、各人の思いを集約し、議論を重ねながら、約 1 年をかけて SMFL Way

を制定したのである（図表 2）。 

 

＜図表 2＞SMFL Way 

 

（出所：当社 ホームページ） 

 

SMFL Way は Our Mission、Our Vision、Our Value、及び Our Principle の 4

つの要素で構成されており、それらはそれぞれ、「当社の使命・存在意義」、「当社

の目指す姿・ありたい姿」、「全役職員で共有すべき価値観・判断基準」、及び「当

社の企業活動の前提・土台となる基本姿勢」を示している。この SMFL Way におい

て、当社が目指す姿を示しているのが Our Vision である。顧客、社会、社員の 3 つ

の視点で目指す姿を明示するとともに、その実現の原動力としてデジタルシフトによ

るビジネスの変革を推進していく方針を提示した。当社は、この Our Vision の実現

を通じて顧客と社会の持続的な発展に貢献していくことを宣言している。 
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(3) 重点課題（マテリアリティ） 

当社は、前述の Our Vision の 1 つとして「SDGs 経営で未来に選ばれる企業」を

掲げる中、ステークホルダー及び当社においての重要度という 2 つの観点を踏まえ、

社外専門家の意見も取り入れながら、「環境」「次世代」「コミュニティ」「働きがい」

の 4 つを重点課題（マテリアリティ）に設定した。当社は、SDGs が示す社会課題の

解決に向けて新市場を開拓し事業機会を創出していくことで、企業価値の向上を図る

とともに社会の持続的な発展に積極的に貢献していく方針である（図表 3）。 

 

＜図表 3＞当社の重点課題 

 

（出所：当社 ホームページ） 

 

当社が、重点課題において主要施策の 1 つとして挙げているのが、「サーキュラー

エコノミービジネスの推進」である。当社は、重点課題として最初に掲げる「環境」

において、脱炭素・循環型社会の実現への貢献を目指している。当初、当社は、大量

生産・消費・廃棄を前提とする経済システムに伴い資源枯渇やプラスチック汚染等の

問題が深刻化するにつれ、リデュース・リユース・リサイクルの 3R の取り組みが重

要になるという認識のもと、「3R ビジネス推進」を主要施策として掲げていた。しか

し、2023 年 6 月、従前の 3R に加えてサーキュラーエコノミーへのシフトが求められ
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ている事業環境を踏まえ、当社は「3R ビジネス推進」を、「サーキュラーエコノミー

ビジネスの推進」へと発展させた。そして、現在は、2.(4)記載のとおり、「サーキュ

ラーエコノミーを実現していく第一人者としての活動」を標語として当該分野に注力

している。 

 

(4) 中期経営計画（2023～2025 年度） 

当社は、2023 年 4 月、前述の SMFL Way における Our Vision を 2030 年に実現

させるべく、そこからバックキャストして策定した、2023～2025 年の 3 年間を対象

とする中期経営計画を公表した（図表 4）。 

 

＜図表 4＞当社中期経営計画 全体像 

 

（出所：当社 中期経営計画（2023～2025 年度）） 

 

当該中期経営計画においては、当社の強みを追求し、社会課題の解決に挑戦するこ

とをテーマに、①新たなコアビジネスの創造、②既存ビジネスの抜本的な変革、③更

なる社会課題の解決、及び④経営基盤の確立の 4 つの戦略が掲げられている。 

これらの中でも、③更なる社会課題の解決においては、モノを取り扱うリース会社

の特長を生かし、サーキュラーエコノミーの実現に向けた事業展開等を加速させる方

針である。当社は、これまでも中古設備売買、設備やプラントの処分元請事業、及び

レンタルなど、3R を採り入れたリサイクリングエコノミーに貢献してきたが、これ

からは「サーキュラーエコノミーを実現していく第一人者としての活動」を目指し、
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更なる社会課題の解決に取り組む予定である。当社は、今後の事業環境変化を予測す

る中で、規制強化や顧客の行動変化に伴う収益悪化リスクと同時に、既存事業の拡大

や新サービスの提供等の収益機会も想定している。それを踏まえ、足下、当社は、リ

ース会社として資産の保有から管理、廃棄、リサイクルに至るまでモノのバリューチ

ェーン全体に関与可能という強みを活かし、サーキュラーエコノミーの実現に向けた

具体的な活動に注力している。 

当該活動群には、リース物件の長期継続使用やリース終了物件のリサイクルの促進

といった根幹的な取り組みのほか、排出物遵法管理サービス2の提供や設備・プラント

処分元請事業といった非金融領域における多種多様な取り組みも含まれる。一例とし

て、当社は、2023 年 11 月にアミタホールディングス株式会社と基本合意書を締結

し、また、2024 年 2 月に当社の戦略子会社である SMFL みらいパートナーズ株式会

社と同社との間で廃棄物マネジメント事業に関する合弁会社を設立（2024 年 4 月予

定）することに合意するなど、同社との連携を踏まえた新事業開発に注力している。

両社はともに廃棄物マネジメントシステム事業を手掛けているところ、それぞれの強

みを活かして連携し、同種業務での協働、及びサーキュラーエコノミーに関する新サ

ービスの共同開発を推進する予定である。 

また、将来的な当社の取り組みとして、リース取引を介して蓄積してきたノウハウ

を活用し、メーカーにおけるリース物件の製品開発自体に知見を提供することも考え

うる。これらを通し、製品開発の段階で使用期間長期化や資源再利用を容易にする仕

様が組みこまれることで、サーキュラーエコノミーの実現に貢献する製品の開発及び

使用が促進される可能性がある。 

  

 
2 排出物遵法管理サービスとは、排出物の基本情報や契約書、許可証の内容から、マニフェストの発行、排出

量の集計・管理に至るまで、企業の排出物情報を「見える化」し、一元管理を実現するサービスを指す。 
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(5) サステナビリティ経営推進体制 

当社は、持続可能な社会の実現に向けて、当社のサステナビリティ活動を全社的に

推進すべく、2020 年に「SDGs 推進委員会」を設立した（図表 5）。本委員会は委員

長を社長とし、全部門の委員が参加したうえで、原則年 2 回開催されている。本委員

会では、本件 SPT を含む SDGs 経営に関する方針や目標の進捗管理・施策に関する

議論が行われ、当該内容は経営会議に付議・報告されるほか、具体的な SDGs に関す

る推進活動を実施する SDGs オフィサーが各部店に設置されている。 

 

＜図表 5＞当社サステナビリティ経営推進体制 

 

（出所：当社 ホームページ） 
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上記に加え、2. (4)にて記載した取り組みの推進にあたって、当社は、全社横断的

なサーキュラーエコノミー推進ワーキングチームを立ち上げ、当該分野に関する社内

情報収集・発信や、社外連携、新規ビジネス開発等を実施している（図表 6）。当該ワ

ーキングチームは、株式会社三井住友フィナンシャルグループと住友商事株式会社と

も連携して活動を行っており、そのような運営体制は、株主 2 社の顧客基盤及びネッ

トワークを活用した新規サービスの開発等に貢献している 

 

＜図表 6＞サーキュラーエコノミーワーキングチーム 

 

（出所：当社 統合報告書 2023） 
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3. KPI の選定と SPT の測定 

(1) KPI/SPT に取り組む背景（関連する社会課題・外部環境の変化） 

現在、大量生産・消費・廃棄を前提とする経済システムにより、気候変動、資源枯

渇、プラスチック汚染等の様々な問題が深刻となっている。こうしたなか、従来のリ

デュース・リユース・リサイクルの 3R の取り組みに加え、資源投入量・消費量を抑

えつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化を通じて付加価値を生み出すサー

キュラーエコノミーへのシフトが求められている。 

上記の流れを踏まえ、経済産業省は 2020 年に「循環経済ビジョン 2020」を策定

した。当該ビジョンにおいて「事業者は、①リース、シェアリング、サブスクリプシ

ョン等を通じた製品所有権を維持した形での流通・回収や、②使用済製品の自主回収

や静脈産業と連携したリサイクルルートの確立等を通じ、ライフサイクルを通じて資

源循環に取り組むことが求められる」という記載がされたとおり、リース事業は、サ

ーキュラーエコノミーを推進する仕組みの 1 つとして位置付けられている（図表 7）。 

 

＜図表 7＞循環経済ビジョン 2020 

 

（出所：経済産業省 循環経済ビジョン 2020） 
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その後、経済産業省は、前述の「循環経済ビジョン 2020」を踏まえつつ、資源循

環経済政策の再構築等を通じた国内の資源循環システムの自律化・強靱化と国際市場

獲得を目指し、総合的な政策パッケージである「成長志向型の資源自律経済戦略」を

2023 年 3 月に策定した（図表 8）。当該戦略内でも、資源循環加速のための投資内に

リースが位置付けられるなど、サーキュラーエコノミーに向けたリース業界に対する

期待は引き続き強く存在する。 

 

＜図表 8＞成長志向型の資源自律経済戦略 参考資料 

 

（出所：経済産業省 成長志向型の資源自律経済戦略 参考資料） 

 

また、上記の各策定と並行して、プラスチックの資源循環の取り組みを促進すべく

プラ新法が 2022 年に施行されるとともに、公益社団法人リース事業協会がリース会

社に対し当該法律に関するガイダンスを公表するなど、サーキュラーエコノミー実現

に向けた規制強化等が進んでいる。 

これらに加えて、組織間連携も推進されつつある。個社毎の取り組みのみでは経済

合理性を確保することは難しく、協調領域の拡張が必要となることから、経済産業省

及び環境省は、「サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ」を

2023 年に立ち上げた。当社も当該パートナーシップに発足当初から参画しており、

このように、サーキュラーエコノミーに野心的・先進的に取り組む国、自治体、大

学、企業、及び業界団体等間での連携体制構築が進んでいる。 
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(2) KPI/SPT の当社の重点課題における位置付け 

2.(3)記載のとおり、当社は、Our Vision（私たちの目指す姿）の 1 つとして掲げる

「SDGs 経営で未来に選ばれる企業」の実現に向け、「環境」「次世代」「コミュニテ

ィ」「働きがい」の 4 つを重点課題に設定している。そして、それらの中でも最初に

挙げられている「環境」の主要施策として当社が掲げるのが、「サーキュラーエコノ

ミービジネスの推進」である。 

本 DBJ-対話型 SLL の KPI である資源有効化率は、当社のサーキュラーエコノミ

ーの実現に資する取り組みを多面的に計測する指標として設計されている。そして、

本件 SPT は、後述のとおり既に相応の高水準にある一方で、今後下方圧力が強まる資

源有効化率の野心的な維持を狙うものである。これらを踏まえれば、当該 SPT の達成

は、当社がサーキュラーエコノミービジネスを推進するうえで重要な基盤となる同分

野でのブランド力や認知度の向上に繋がるものであると考えられる。更には、当社

が、当該 SPT の達成を通じて獲得した知見を取引先に対し提供することも考えられる

ことを踏まえれば、本件は、当社において、ブランド力や認知度向上のみならず、サ

ーキュラーエコノミービジネス自体の深化にも貢献し得るものである。 

 

(3) SPT の野心性 

① 当社過去実績との比較 

当社における直近の資源有効化率の推移は下図のとおりである（図表 9） 

 

＜図表 9＞当社の資源有効化率推移 

 

（出所：当社作成資料） 

 

本件 SPT は、直近 2022 年度水準（92.8%）の維持を目指すものである。以下

の 2 点を背景に、当社の資源有効化率には今後相応の下方圧力が発生すると見込

まれる。 
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i. 再リース化率の上昇に伴うリース物件の摩耗・陳腐化 

✓ 当社は、3.(4)記載の施策により再リース化率を向上させ、現在では、業界

平均を 10 ポイント超上回る高水準を達成している（詳細は 3.(3)②参照）。

しかし、長年の当社努力により再リース化率が上昇した結果、現時点で

は、再リースを複数回更新した物件が相応規模に拡大してきている。 

✓ それらの長期間利用された物件群は、摩耗・陳腐化が進んだ結果、初回再

リース時に比して再リースの継続や売却の難度が一層高くなっている。こ

れらに鑑みると、今後、再リース化率及び売却比率に対し、従来以上の下

方圧力が発生していくと考えられる。 

✓ 当該下方圧力の 1 つの証左として、2023 年度の再リース化率見通しが挙げ

られる。前述のとおり、当社の再リース化率は長年の企業努力により業界

平均を上回る高水準まで上昇してきたが、2023 年度推定値としては、従来

の上昇から一転し 2022 年度と同水準の 87.5%が見込まれている。2023 年

12 月末時点の実績値も同程度の水準であること、及び再リース化率には季

節性がないことを考慮すると、当該推定値の確度は一定程度高いと思料さ

れる。 

✓ なお、資源有効化率の増減には、再リース化率が大きく影響する構造とな

っており、2022 年度実績値を例に挙げると、資源有効化率の約 94%3は再

リース化率で構成されている。前述の証左に加えてこの点も踏まえれば、

リース物件の摩耗・陳腐化による資源有効化率への影響は相応に大きいと

考えられる。 

 

ii. 工作機械における顧客選好の変化 

✓ 主要リース物件の 1 つである工作機械は、再リース化率が高い特性を慣行

上有しているが、足下、顧客選好の変化が発生している。最終的な物件所

有を望む顧客が増加した結果、割賦販売等に対する選好が強まっている。 

✓ かかる背景に伴い、工作機械において、資源有効化率の算出対象となるリ

ース取引が大きく減少傾向にある。その結果、今後は再リース化率が高い

工作機械の割合が縮小していくと見込まれ、この観点においても、資源有

効化率維持の難度は上昇していくと見込まれる。 

 

以上の各点に鑑みると、今後長期間に亘って 92.8%を維持するためには従来以

上の取組みが必要であり、本件 SPT は、当社過去実績対比で野心的であると考

えられる。 

 

 
3 87.5（再リース化率）÷92.8（資源有効化率）×100＝94.2% 
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② 業界他社・国の指標との比較 

リース業界内における比較について、業界団体のデータを用いて実施をしたと

ころ、本件 SPT は業界他社対比で野心的であると考えられる。なお、本件 SPT

は、再リース化率や売却比率等の算出要素からも窺えるとおりリース業界固有の

指標に結びついており、比較すべき適切な国の指標が存在しないため国の指標と

の比較は省略する。 

 

(4) KPI/SPT を達成するための戦略 

本件 SPT 達成に向けては、再リース化率、売却比率、及びリサイクル率の 3 つを

向上させることが重要であるところ、以下、各変数の向上施策を記載する。 

 

① 再リース化率の向上施策 

当社は、顧客の意向を尊重したうえで、再リースのメリットを丁寧に説明し、

必要に応じて新規リース担当部とも連携しながら提案・交渉を実施している。具

体的には、顧客からリース契約終了への関心が示された場合、その理由をヒアリ

ングしたうえで、再リースを選択した場合の経済合理性の説明や、顧客のニーズ

に即したスキームの提案など、単純な契約終了対応に留まらないきめ細やかな対

応を実施している。 

また、当社は、再リースに伴い発生する事務処理についても、AI や RPA、契

約関連書類の電子化等のデジタル技術の積極的な活用により業務改善を続けてい

る。それらにより創出した時間を顧客向け提案活動等に充てることで、一層の再

リース化率向上を目指す予定である。 

 

② 売却比率の向上施策 

当社は、リース会社のモノへの知見・ノウハウの活用により売却比率の向上を

図っている。その証左の 1 つとしては、半導体製造装置の中古売買においてリー

ディングプレーヤーに輝く当社の実績が挙げられる。当社は、1994 年から半導

体製造装置の中古売買事業を業界に先駆けて開始した。金融会社の「資金力」と

業界で長期にわたり培った半導体製造装置に対する「査定力」を強みに、2021

年度には半導体製造ライン放出の国内主要大型案件全件の受注に成功している。 

体制面においても、当社は、中古機械の保管倉庫としては国内最大規模となる

約 3,300 坪（約 11,000m²）の倉庫を保有している。それに加え、需要の高い高

年式の中古機械を豊富に取り揃えつつ、大型機から小型機まで充実した商品ライ

ンナップの確保や適切なメンテナンス実施により、中古機械の供給体制を整備す

ることで、売却可能性を向上させる工夫を講じている。近年では中古売買に付随



 

 

18 

 

する技術サービス業務にも注力し、当社の専門エンジニア及び協力会社が顧客の

各工場において様々なニーズ対応に当たっている。 

また、当社は、メーカーとの各種協働を通じても、売却比率の向上を図ってい

る。具体的には、機械メーカーとの協働により、廃棄予定であった研削盤をオー

バーホールすることで新品同様の状態に復元し、売却の確度を高める取り組みを

実施している。加えて、当社が販売する機械の一部には、外部メーカーの保守・

点検サービスを付加することで、売却先の満足度向上に努めている。 

 

③ リサイクル率の向上施策 

当社は、リサイクル率向上に向け、委託先事業者毎に取扱物件の得意分野等を

丁寧に見極め、リサイクル率全体が高まるような委託先ポートフォリオの構築を

志向している。また、各委託先事業者のリサイクル率を定点的に確認し、その水

準次第では、長年取引関係を有する事業者の見直しも含め、委託先の見直しを実

施している。これらの委託先検討や変更だけではなく、リサイクル率が低下して

いる事業者に対してはリサイクル率向上に向けた対話を実施するなど、当社はエ

ンゲージメント活動にも注力している。 

 

④ 上記各施策の基盤となる満了業務対応部署の存在 

一般的なリース会社では、リース開始からリース期間満了までの収益管理を同

一部署（営業統括部等）が担当する傾向にある。しかし、当社の特色として、営

業統括部に加えて、リース期間満了時の対応を統括するリソース企画部及び実際

の対応にあたるリソース業務部が存在することが挙げられる。そのため、リース

期間満了時には、同部署の専門性を活用しながら上記の各種施策を効果的に実施

することが可能となる。 

加えて、リソース企画部内においては、優れたマネジメント体制も構築されて

いる。再リースや売却等による収益を毎月モニタリングするとともに、コンプラ

イアンス面での問題の有無についても確認を実施し、各施策の適切な遂行を心が

けている。人材面についても、部内で独自に表彰制度を設けるなど所属部員のモ

チベーション向上に努めており、これらの満了業務対応部署による創意工夫は、

本件 SPT 達成に向けて基盤となるものであると考えられる。 

 

(5) 当社のサーキュラーエコノミーに対する一層の貢献に向けて 

本資料の冒頭に記載した通り、本件 DBJ-対話型 SLL においては、サーキュラーエ

コノミーの観点で、リース期間満了物件に対する当社の各種施策を包括的に計測する

指標である資源有効化率を KPI に採用している。 
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かかる中、資源有効化率に関する目標値である本件 SPT の達成は、当社がサーキ

ュラーエコノミービジネスを推進するうえで重要な基盤となる同分野でのブランド力

や認知度の向上に繋がる有意義なものであると考えられる。このように本件 KPI はリ

ース物件の包括的な資源循環性を高めるうえで優れた指標であるが、サーキュラーエ

コノミービジネスの実現に向けた規制環境や技術革新は今後も変化・進展が見込まれ

る領域である。中長期的には、当社取組の進展に加えて、そのような状況変化、及び

リース物件毎のリサイクル・リユース特性等も踏まえて、補完的指標の開発等の今後

の更なる発展を目指すことも有益であろう。 

 

4. ローンの特性（貸出条件との連動） 

本 DBJ-対話型 SLL においては、1.(1) の通り、SPT が事前に定義されており、当

社と DBJ との間で締結した金銭消費貸借契約及び覚書において、SPT の達成状況と

貸出条件等の連動について規定している。 

ただし、本 DBJ-対話型 SLL 実行時点で予見し得ない状況により、KPI の測定方

法・対象範囲、SPT の設定、及び前提条件に重要な影響を与える可能性のある想定外

の事象が発生した場合には、変更内容の説明について当社より DBJ に対し共有する

予定である。 

また、SPT の設定等に重大な変更があった場合、当社はこれら変更内容を踏まえた

従来評価基準と同等以上の野心度合いの SPT を設定すること等について DBJ と協議

する予定である。 

 

5. レポーティングと検証 

(1) 貸し手への報告 

SPT に関するパフォーマンスの進捗状況及び達成状況に関する最新情報は、事前

に定められた契約条件に従い、KPMG あずさサステナビリティ株式会社よりそれぞれ

検証を受けたうえで、年 1 回当社より DBJ へ報告を行う予定である。SPT の計算過

程やその前提についても、可能な範囲で DBJ へ報告を行う。 

 

(2) 一般的開示 

当社は、本 DBJ-対話型 SLL の透明性の確保に向け、SPT の達成状況に関する情

報について、当社のウェブサイト等にて開示する予定である。 

 

6. 内部レビュー 

本 DBJ-対話型 SLL の実行に際し、上記 2 乃至 5 の事項にかかる SLLP 及び環境

省ガイドラインへの適合性確認については、当社及び DBJ 間で交渉がなされ、内部

レビューを選択するに至った。内部レビューの実施にあたっては、以下にまとめる当
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社の内部の専門的知識が活用され、DBJ はサステナビリティ評価認証融資等で蓄積し

てきた専門性に基づき当社の内部レビューを支援した。 

  

(1) 当社の内部専門性 

2.(5)記載のとおり、当社は、SDGs 推進委員会を設立し、SDGs 経営に関する方

針や目標の進捗管理・施策に関する議論を行っている。当該委員会は、社長を委員

長としたうえで企画部担当役員、サステナビリティ推進部等で構成されており、議

論内容は経営会議に付議・報告されている。本件 SPT についても、当該委員会で進

捗管理及び施策の検討が行われる予定であり、達成に向けた体制を整えている。ま

た、3.(4)④記載のとおり、当社はリース期間満了時の対応を統括するリソース企画

部が存在し、本件 SPT 達成に向けた各種施策を効果的に実施する体制を構築してい

る。 

以上に鑑みれば、当社は十分な内部専門性を有しているものと認められる。 

 

(2) DBJ の内部専門性 

DBJ は、2004 年に環境経営度合いを融資条件に反映させる世界初の商品である環

境格付融資の取り扱いを開始した。以降、「DBJ サステナビリティ評価認証融資」

として、環境に限らず防災・BCM、健康経営に関する企業の非財務評価を実施して

きており、その実績は延べ 1,400 件を超える（図表 10）。 

DBJ サステナビリティ評価認証融資とは、DBJ が独自に開発したスクリーニング

システムにより、企業の非財務情報を評価して優れた企業を選定するという融資メ

ニューである。企業との対話を通じて非財務情報を企業価値に反映させることで、

サステナブルな活動に取り組む企業が金融市場やステークホルダーから正当に評価

される環境を整備することを目指している。 

また、DBJ は、このようにして築き上げてきたサステナビリティ経営にかかる対

話や評価のノウハウを活かしながら、DBJ-対話型サステナビリティ・リンク・ロー

ンやトランジション・ローンといったサステナブル・ファイナンスを提供している

ほか、様々なニーズを踏まえたオーダーメイドのサポートにより、持続可能な価値

創造を目指す顧客のサステナビリティ経営の基盤整備や高度化を支援する コンサル

ティングサービスも提供している。 

かかる商品の提供を担うサステナブルソリューション部は、営業部門とは独立し

て設置されている部署であり、約 25 名の従業員が所属している。企業の非財務面に

関する取り組みを適切に評価する知見に加え、サステナブル・ファイナンス関連の

基本的な知見を有している。また、DBJ サステナビリティ評価認証融資ではサステ

ナビリティ経営やサステナブル・ファイナンス等に精通した有識者からなるアドバ

イザリーボードを設けているほか、1,400 件を超える DBJ サステナビリティ評価認
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証融資やサステナブル・ファイナンス、コンサルティングサービスの提供実績の中

でサステナビリティ経営における先進企業との対話を重ねることで、継続的に国際

的な動向や最新知識の情報収集・意見交換を行う仕組みを構築している。 

今般、DBJ サステナブルソリューション部は、以上のようにして培ったサステナ

ビリティに関する知見を活かし、本 DBJ-対話型 SLL における当社の内部レビュー

実施を支援した。 

 

＜図表 10＞DBJ サステナビリティ評価認証融資の実績（2023 年 3 月末時点） 

  

（出所：DBJ 作成資料） 

 

(3) 貸し手への事前説明 

内部レビューの選択にあたっては、上記当社の内部専門性を踏まえ、当社が内部レ

ビューを実施するに足る十分な内部専門性を有することを DBJ が確認した。 

 

(4) 一般的開示 

本 DBJ-対話型 SLL の実行にあたり、当社はサステナビリティ・リンク・ローンに

関する SPT の概要等について、ウェブサイト等において一般への開示を行う。 

 

以 上  
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